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研究成果の概要（和文）：日本沿岸に死亡漂着した鯨類を生態系汚染の指標生物試料として活用し、化学物質による海
洋環境汚染の実態とその地理的分布・経時的変動の解明、および化学物質が鯨類の健康に及ぼす影響の評価を目的とし
た。1970年代から2010年代における蓄積レベルの経年変動を解析した結果、PCBs・CHLs・HCHs・HCBなどの有機塩素化
合物の蓄積レベルが経年的な減少傾向を示したのに対し、臭素系難燃剤のPBDEs・HBCDsレベルには有意な濃度上昇が認
められた。蓄積レベルと寄生虫感染との間に明瞭な関係は認められなかったが、汚染物質レベルは毒性発現の閾値を超
える場合もあり、鯨類への影響が懸念された。

研究成果の概要（英文）：We investigated organohalogen contaminants in blubber of cetaceans stranded at 
the Japanese coast to elucidate the contamination status and to estimate the toxicological risk of those 
contaminants. Concentrations of PCBs, DDTs, HCHs and HCB in adult male blubber showed significant 
decreasing trends during the research period (p < 0.05). Because the use of POPs was restricted 
worldwide, these chemicals showed decreasing trends. On the other hand, substantial increase of PBDEs and 
HBCDs were observed, suggesting growing consumption in Japan and other Asian countries during the study 
period. Since the contaminant levels exceeded the reference dose of some toxicological effects, adverse 
effects on cetaceans’ health were concerned.

研究分野： 環境分析化学

キーワード： 環境分析　海洋生態　保存試料　漂着鯨類　POPs候補物質　生物濃縮　経年変動
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１．研究開始当初の背景 
 スナメリ(Neophocaena phocaenoides)やネズミイ
ルカ(Phocoena Phocoena)などの沿岸性小型歯
鯨類は、依然として個体数の減少が懸念されて
いる。その原因として、生息環境の破壊や漁網
による混獲、船舶との衝突などに加え、化学物
質の内分泌かく乱作用による免疫機能の低下
や行動異常の可能性も指摘されている。また、
カズハゴンドウ(Peponocephala electra)やマッコ
ウ ク ジ ラ (Physeter macrocephalus) 、 シ ャ チ
(Orcinus orca)といった社会性の強い鯨種は、た
びたび沿岸に集団座礁することが知られている
が、その要因については、エコーロケーションの
かく乱や地磁気の影響、潜水艦のアクティブソ
ナーなどに加えて、免疫低下した個体の寄生虫
感染に起因する聴覚神経障害など諸説あり、科
学的根拠に基づいた原因究明が求められてい
る。いずれにせよ、これらの鯨類がどのように生
きそして死ぬかといった、基礎的な生理・生態情
報すら極端に不足しており、漂着個体の死因や
個体数減少の要因、とくに化学汚染との関係に
ついてはほとんど解明されていないのが現状で
ある。 
 PCBs や DDTs などの残留性有機汚染物質
（既存 POPs）はその広域汚染と生態毒性が大き
な社会問題となり、生産・使用・廃棄はストックホ
ルム条約（POPs 条約）等で規制・管理されてい
る。また、電子・電気製品、繊維製品に難燃化
目的で添加される臭素系難燃剤(BFRs)の一部
も、POPs と同様の物理化学性や毒性を有するこ
とが明らかにされ、新規 POPs として学術的・社
会的関心を集め、利用や流通が規制、あるいは
規制が検討されている。一方で、これらの既存
POPs・新規 POPs の規制に伴い、デカブロモジ
フェニルエタン(DBDPE)やビストリブロモフェノキ
シエタン(BTBPE)、ジクロレインプラス(DP)など
のハロゲン化代替難燃剤、およびリン酸エステ
ル系難燃剤などの非ハロゲン化難燃剤といった
代替化学物質の需要増加が見込まれる。しかし
ながら、その環境および生態系汚染に関する情
報は皆無であり、包括的な分析法の開発と生態
系汚染の実態、野生高等動物における蓄積特
性の解明が急務である。 
 これまでの研究で、海洋生態系の頂点に位置
する鯨類は既存 POPs・新規 POPs を体内に高蓄
積することが知られており、その健康影響が懸
念されている(Tanabe et al., 1994; Colborn and 
Smolen, 1996)。とくにスナメリやネズミイルカなど
の沿岸性鯨類は、ハビタットが沿岸域であること
から人間活動や産業活動の影響を受けやすい。
欧州ではネズミイルカの脾臓中の濾胞萎縮や甲
状腺の形態異常と有機ハロゲン化合物汚染レ
ベ ル の 間 に 有 意 な 相 関 が 報 告 さ れ て い る
(Beineke et al., 2005; Dass et al., 2006)。一方で、
日本国内では野生生物の既存 POPs 汚染レベ
ルは経年的な減少傾向を示しているにもかかわ
らず、死亡漂着の報告件数は減少していない。
この原因として、BFRs などの新規 POPs や POPs
候補物質をはじめとする未知汚染物質による毒
性寄与が近年上昇した可能性が考えられる。こ

のように鯨類の個体数減少に対する化学汚染の
関与が示唆されているにも関わらず、その毒性
影響を詳細に解析し、リスクを評価した研究はほ
とんどない。とくに、既存の汚染物質と新規環境
汚染物質の蓄積実態を包括的に解明し、寄生
虫感染など病理学的所見との関連を解析した研
究は乏しい。 
 本研究では、本申請グループがこれまでに構
築したネットワークとサンプルアーカイブを活用
することで、新規環境汚染物質の高等動物への
蓄積特性と汚染レベルの地理的・経時的分布を
明らかにする。鯨類体内に蓄積する様々な人為
起源環境化学物質の汚染実態や蓄積特性を解
明し、臓器・組織の寄生虫感染症等の病理所見
を併せて解析することで、化学汚染が沿岸性鯨
類に与える毒性影響を評価する。とくに近年汚
染の深刻化が報告されている臭素系難燃剤
(BFRs)、およびハロゲン化代替難燃剤・リン酸エ
ステル系難燃剤といった POPs 候補物質に着目
し、従来問題視されていた残留性有機汚染物質
（既存 POPs）と比較することで、その汚染実態や
蓄積特性・汚染の経時的変化を特徴づけるとと
もに、化学物質の相対的毒性寄与プロファイル
について解析する。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、日本沿岸に漂着した鯨類を指標
生物試料として活用し、化学物質による海洋環
境汚染の実態とその地理的分布・経時的変動
について解明する。とくに、既存 POPs や新規
POPs の生産・使用規制に伴って需要増大が見
込まれるハロゲン化代替難燃剤・リン酸エステル
系難燃剤といった POPs 候補物質については、
一部に生物蓄積性が報告されているものの、生
態系汚染の実態や時空間分布に関する情報は
極めて限定的であり、海棲高等動物を対象とし
たモニタリングは本研究が初めての試みとなる。
さらに、解剖学的・病理学的な解剖調査から直
接の死因や個体数減少の要因を探索し、有害
化学物質の蓄積レベルとの関連を解析して毒性
寄与物質の特定を試みる。 
 本申請では沿岸に死亡漂着した鯨類を生物
指標として、以下の 4 つの研究課題を遂行す
る。 
(1) 全国規模のストランディングネットワーク構築

と web 等を介した情報公開 
(2) POPs 候補物質の分析法開発 
(3) 新規 POPs および POPs 候補物質による汚染

実態と地理的分布の解明 
(4) 保存試料を用いた、既存 POPs、新規 POPs、

POPs 候補物質の蓄積プロファイルの過去復
元 

(5) 寄生虫・ウィルス感染・腫瘍形成に関与する
化学物質の探索と個体数変動に及ぼす影
響の評価 

 
３．研究の方法 
(1) 全国規模のストランディングネットワーク構築

と web 等を介した情報公開 
 本申請グループは、これまでにもストランディン



 

 

グ情報を共有することで検体の相互提供など共
同研究を実施してきた。本研究では、国立科学
博物館のグループを中心として開設した独自の
SNS 等を活用することでこのネットワークをさらに
拡充し、ストランディングネットワーク北海道や国
立科学博物館ストランディングデータベース等
のウェブサイトを通じて、日本全国のストランディ
ング情報の集約と公開を目指した。 
 
(2) POPs 候補物質の分析法開発 
 代表者の研究グループは、すでに既存 POPs
（PCBs, DDTs, HCHs など）および新規 POPs の
臭素系難燃剤（PBDEs, HBCDs）の分析法を確
立し、世界各地で汚染モニタリングを実施してき
たが(Isobe et al. 2007, Tanabe et al. 2008)、これ
に加えて POPs 候補物質の代替ハロゲン化難燃
剤（BTBPE, DBDPE, DP）およびリン酸エステル
系難燃剤（PFRs; TEP、TPhP、TnBP、TCDPP な
ど 10 物質）を分析対象として、鯨類試料に適し
た分析法を開発・整備する。これらの対象物質
の多くは極性化合物のため、LC-MS/MS（液体
クロマトグラフ−タンデム型質量分析計）を用いた
分析法を確立する。また、国際的な相互検定を
実施して、新規 POPs や POPs 代替物質の分析
機関間の測定精度を確認する。PFRs の相互検
定はこれまで例がなく、世界初の試みとなる。 
 
(3) 新規 POPs および POPs 候補物質による汚
染実態と地理的分布の解明 
 鯨類の漂着個体試料は大村湾・有明海沿岸、
瀬戸内海沿岸、北海道沿岸を中心に全国各地
で採集し、現地解剖後、化学分析および病理組
織観察を実施する。解剖により得られた各種臓
器・組織のうち、主に脂皮と肝臓を化学分析に
供試し、ハロゲン化代替難燃剤や PFRs などの
POPs 候補物質と併せて、PCBs・DDTs などの既
存 POPs、およびポリ臭素化ジフェニルエーテル
(PBDEs)やヘキサブロモシクロドデカン(HBCDs)
などの新規 POPs を分析・比較することで、汚染
レベルや蓄積プロファイルの地理的分布の特徴
を解明する。 
 
(4) 保存試料を用いた、既存 POPs、新規 POPs、
POPs 候補物質の蓄積プロファイルの過去復元 
 愛媛大学が所有する生物環境試料バンク
(es-BANK)に保存されているこれまでに採取さ
れたスナメリやネズミイルカの脂皮試料を化学分
析に供試し、過去から現在に至る化学汚染の歴
史変遷を復元して将来的な汚染の経時変化を
予測する。既存 POPs および新規 POPs は今後
汚染レベルの減衰が予想されるのに対して、本
研究で分析対象とする POPs 候補物質は将来的
な濃度上昇の可能性があるため、それぞれの物
質群について汚染レベルの経時的推移を明ら
かにすることは、将来の化学汚染プロファイルと
それに伴う暴露リスクを予測することに繋がる。
es-BANK には過去約 40 年にわたる鯨類試料が
保存されており、本研究ではこれらの試料を活
用することで新規環境汚染物質による過去の汚
染を解明する。一方で、本研究で今後採取する

漂着鯨類試料も es-BANK に登録・保存されるた
め、将来的に新たな研究の必要性が生じた際に、
国内外の研究機関に貴重な試料を提供可能で
ある。 
 
(5) 寄生虫・ウィルス感染・腫瘍形成に関与する
化学物質の探索と個体数変動に及ぼす影響の
評価 
 化学分析の結果と各種バイオメトリー・病理所
見から、汚染物質の蓄積レベルと鯨類の健康と
の間の関連を解析する。本研究では死亡漂着
個体を研究材料とするため、化学物質による汚
染が直接の死因であったかどうか明確に判断で
きない可能性が考えられる。そのため、数理モ
デルを構築して年齢や性別などの交絡因子を
統計学的に排除し、化学汚染の鯨類の健康に
対する影響の評価法を開発する。 
 
４．研究成果 
(1) 全国規模のストランディングネットワーク構築

と web 等を介した情報公開 
 本研究では、これまで我々の研究グループが
整備してきた全国各地におけるストランディング
情報の集約と試料収集・病理解剖のネットワーク
拡充を目的とした。また、冷凍保存個体につい
ては、解剖調査を実施して種同定・バイオメトリ
ー計測・寄生虫感染・病理所見について解析し
た。全国では毎年 300 件程度のクジラやイルカ
のストランディングが報告されており、本研究の
実施期間である平成 25 年から 27 年の 3 年間に
収集した組織サンプルは約 400 個体分に上り、
これらは全て愛媛大学 es-BANK にアーカイブ
試料として冷凍保存した。山田、田島を中心とし
た国立科学博物館のグループは、全国各地を
調査対象地域として期間中にザトウクジラ、マッ
コウクジラなどのヒゲクジラ類を 20 頭前後、マッコ
ウクジラやイルカ類など 100 から 170 頭程度につ
いて解剖調査し、組織試料を収集した。死後変
化の小さいものについては合わせて病理学的
観察も行った。九州沿岸については、天野らの
長崎大学のグループが中心となって総計 120 頭
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表 1.	 九州沿岸における漂着個体数	



 

 

の漂着鯨類の調査を行った（表 1）。北海道沿岸
では、松石らがストランディング情報を収集して
おり、3 年間で 156 件 168 頭の漂着鯨類報告を
受けた（表 2）。そのうち、106 件 115 頭について、
現場で解剖するなどして試料を入手した。 
 なかでも、本研究の大きな成果として挙げられ
るのは、集団座礁時の対応や個体の保存、解剖
調査に関するネットワークの構築である。2013 年
4 月 26 日に鹿児島県南さつま市で発生した約
30 頭のスジイルカの大量座礁、及び 2015 年 4
月 10 日に鉾田市で発生した約 170 頭のカズハ
ゴンドウの大量座礁では、座礁後に死亡した個
体のうちスジイルカ 27 頭、カズハゴンドウ 12 頭を
愛媛大学・国立科学博物館で冷凍保存し、後日
それぞれ複数の研究機関から研究者の参加を
得て解剖調査を実施した。解剖調査には、長崎
大学、北海道大学の他、九州大学、宮崎大学な
ど複数の研究機関から研究者が参加し、本種の
生態や汚染実態を解明するうえで大変貴重な
検体となった。座礁個体を対象としたこの規模の
解剖調査は、世界的にもほとんど実施例がなく、
スジイルカ及びカズハゴンドウの生理・生態や病
理・汚染実態を解明するうえで大変貴重な検体
となった。漂着日時やバイオメトリーなど各種情
報については、国立科学博物館のストランディ
ングデータベース及びストランディングネットワー
ク北海道の HP を通じて公開されている。また、
成果の一部は、国立科学博物館で定期的に開
催している一般向けの啓蒙活動などで話題提
供し、のべ 300 名程度の参加者を数えた。さらに、
平成 25 年 9 月には野生動物医学会に海外の研
究者を招き、研究打合せと合わせて学会員や若
手研究者を対象とする調査研究法に関するセミ
ナーとワークショップを開催した。本研究を通じ、
北海道から四国、九州までをカバーする研究者
ネットワークを構築することができ、さらには九十
九島水族館海きらら、わくわく海中水族館シード
ーナツ、マリンワールド海の中道、いおワールド
かごしま水族館、日本ドルフィンセンターなど
様々な機関との連携が可能となった。 
 
(2) POPs 候補物質の分析法開発 

 代替ハロゲン化難燃剤（BTBPE, DBDPE, DP）
およびリン酸エステル系難燃剤（PFRs; TEP、
TPhP、TnBP、TCDPP など 10 物質）の分析法を
確立した。PFRs については、国際的な相互検
定プログラムに参加し、信頼性の高い分析が達
成されていることを確認した(Kim et al. 2015, 
Brandsma et al. 2012)。 
 
(3) 新規 POPs および POPs 候補物質による汚染

実態と地理的分布の解明 
 スナメリの個体数減少が懸念されている大村
湾で調査を実施し、すべてのスナメリ脂皮試料
から有機ハロゲン化合物を検出した。濃度は
PCBs，DDTs が高値を示し、クロルデン化合物
(CHLs)、HCHs、PBDEs、HBCDs、HCB の順で
検出された。大村湾、有明海、瀬戸内海の 3 海
域の個体群間で有機ハロゲン化合物濃度を比
較したところ、HCHs と HCB 濃度は大村湾の個
体群において他の 2 海域に比べ低値を示した。
PCBs、PBDEs、HBCDs については餌生物に比
べてスナメリの蓄積レベルが有意に高値を示し、
これらの物質の生物濃縮を確認した。 
 日本沿岸で標本を得た鰭脚類 4 種と、小型鯨
類 2 種の血中の水酸化 PCB, 水酸化 PBDE と
臭素化ベンゼン濃度を測定した。その結果、鰭
脚類の血中濃度が鯨類よりも有意に低く、これら
の物質に対する鰭脚類の代謝能力が高いことが
示唆された。 
 
(4) 保存試料を用いた、既存 POPs、新規 POPs、

POPs 候補物質の蓄積プロファイルの過去復
元 

 スナメリの脂皮試料について、es-BANK のア
ーカイブ試料を分析に供し、2000 年以降の蓄積
レベルの経年変動を解析した。分析した検体の
うちオスの結果のみを用いて蓄積レベルの経
年変動を解析した。ただし、スナメリの体長と
有機ハロゲン化合物濃度の間に有意な正の
相関が認められたことから(p < 0.05)、蓄積レ
ベルを体長で補正して経年的な変化を解析し
た。その結果、DDTs と PBDEs 濃度には有意
な経年的減少が認められたが(p < 0.05)、その
他の化合物は定常状態もしくは若干の増加
傾向を示した（図 1）。このことは、1971 年に使
用が禁止された DDTs の環境レベルが低減し

表 2.	 北海道沿岸における漂着個体数	
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図 1.	 スナメリから検出された有機ハロゲン化合

物濃度の経年変化	



 

 

ていることに加え、PBDEs については 90 年代
以降の生産・使用規制の効果が反映されてい
ると考えられる。一方、PCBs、CHLs、HBCDs
による海域への負荷は継続していることが推
測された。PCBs については、含有廃棄物の
処分が進行しているものの、依然として貯蔵
施設等からの漏出が継続していると推察され
る。CHLs は、国内では 1986 年までシロアリ駆
除剤としての使用が継続されており、他の有
機塩素系農薬に比べ規制が遅れたことから、
蓄積レベルの低減も遅れを生じている可能性
がある。また、HBCDs については、2011 年ま
で需要量の増加が報告されており、その後の
規制による効果は未だ認められていない。製
造・使用が既に規制されている物質について
も、生物濃縮性・残留性が高いことから、野生
高等動物のモニタリングと曝露リスク評価の継
続が必要と考えられる。 
 スジイルカについては、成獣オスの脂皮試料
の既存 POPs（PCBs, DDTs, HCHs など）および
新規 POPs の臭素系難燃剤（PBDEs, HBCDs）を
分析して 1978 年から 2013 年における蓄積レベ
ルの経年変動を解析した（図 2）。その結果、
PCBs・CHLs・HCHs・HCB は 2003 年と比べて
2013 年の個体で有意な低値が認められ、使用
規制の効果が確認された(p < 0.05)。一方で、
PBDEs・HBCDs は 1986 年から 2013 年の間に
有意な濃度上昇を示した(p < 0.05)。この原因と
して、PBDEs・HBCDs 等の臭素系難燃剤を含む
製品の使用により依然として環境への流出が継
続しているためと推察された。これらのことから、
臭素系難燃剤の使用量の増加にともなう生態系
汚染の進行を窺わせる結果となった。 
 

 
(5) 寄生虫・ウィルス感染・腫瘍形成に関与する

化学物質の探索と個体数変動に及ぼす影
響の評価 

 2013 年に鹿児島県南さつま市で集団座礁した
スジイルカについて、寄生蠕虫調査を行った。
宿主の性別間で寄生虫種が異なっていたことか
ら、本集団の餌生物や行動域における雌雄差
が示唆された。また、日本沿岸に生息する 5 つ
のスナメリ個体群について寄生虫相を比較した
ところ、個体群間で出現する吸虫類の種相に違

いがあり、各個体群のスナメリの食性や食物網
に違いがあると推察された。スナメリの幼獣と成
獣で肺線虫の種が異なっており、また非常に若
い幼獣にも寄生が見られることから、母子間での
胎盤や母乳を介した垂直感染が示唆された。 
 大村湾沿岸に漂着したスナメリの脂皮試料を
分析し、すべての検体から PCBs、DDTs、クロル
デン類(CHLs)、HCHs、PBDEs、HBCDs、HCB
などの有機ハロゲン化合物を検出した。これらの
蓄積レベルは、寄生虫の出現数との間には関
係は認められなかかったものの、一部検体で毒
性発現の閾値を超えており、化学物質による免
疫低下などの影響が生じてもおかしくないと考え
られた。本研究により、化学物質の影響が懸念
される結果が得られた。同種の調査・研究を継
続することで、将来的に個体群維持への影響評
価に繋がると期待される。 
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